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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

   株式会社アイネット証券 

 

２．登録年月日（登録番号） 

   平成 19 年 9 月 30 日（関東財務局長（金商）第 11 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年  月 沿     革 

平成15年11月 IPO 証券株式会社を設立 

平成16年 4月 日本証券業協会及び日本投資者保護基金へ加入 

平成17年 6月 福岡証券取引所の特定正会員権を取得（加入日：平成 17 年 4月 4日) 

平成17年10月 
名古屋証券取引所の総合取引参加者資格を取得（加入日：平成17年11月1日） 

投資顧問業者登録（関東財務局長（証）第 1446 号） 

平成18年 4月 
大阪証券取引所の現物取引資格を取得（加入日：平成 18 年 5 月 1 日、脱退

日：平成 25 年 7月 16 日) 

平成18年 5月 札幌証券取引所の特定正会員資格を取得（加入日：平成 18 年 5月 26 日） 

平成19年 9月 金融商品取引法第 29 条による登録（関東財務局長（金商）第 11 号） 

平成19年12月 資本金を 752,825,000 円に増資 

平成20年11月 
株式会社ＩＳホールディングスが当社の株式の全部を取得し、当社は同社の

完全子会社となる 

平成21年 2月 
IPO 証券株式会社から株式会社アイネット証券に商号変更 

本店所在地を東京都千代田区に移転 

平成21年 9月 一般社団法人 金融先物取引業協会に加入（会員番号 1158） 

平成21年12月 資本金を 900,000,000 円に増資 

平成22年 3月 資本金を 1,000,000,000 円に増資 

平成22年 8月 資本金を 1,100,000,000 円に増資 

平成22年 9月 一般社団法人 日本投資顧問業協会に加入 

平成23年 3月 
特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターと手続実施基本契

約締結 

平成25年 3月 福岡証券取引所を脱退(脱退日：平成 25 年 3 月 25 日) 

平成25年 7月 東京証券取引所の現物取引資格を取得（加入日：平成 25 年 7月 16 日） 

平成26年 6月 札幌証券取引所を脱退(脱退日：平成 26 年 6 月 2日) 
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監査役 

取締役会 

内部監査室 

社長 

業 務 部 

証券本部 

人事財務部 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 

外国為替本部 

総務経理部 

株主総会 

反社対策部 

ｼｽﾃﾑ部 

ｶｽﾀﾏｰｻﾎﾟｰﾄ部 

ｼｽﾃﾑ部 

ｶｽﾀﾏｰｻﾎﾟｰﾄ部 

投資顧問部 

平成29年 8月 東京証券取引所を脱退（脱退日：平成 29 年 8 月 14 日） 

平成29年 8月 名古屋証券取引所を脱退（脱退日：平成 29 年 8月 14 日） 

平成30年 3月 資本金を 300,000,000 円に減資 

  

(2) 経営の組織   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

４．株主の状況 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

株式会社ＩＳホールディングス 51,500 株 100％ 

計 １名  100％ 

 

 

５．役員の氏名 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 星野 智英 有 常 勤 

取 締 役 鈴木 宏明 無 常 勤 

取 締 役 長友 伸一 無 常 勤 

監 査 役 寺田 義秋   ― 非常勤 

監 査 役 鈴木 明美 ― 非常勤 
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６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

氏   名 役  職  名 

鈴木 宏明 内部管理担当役員 

 

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投

資運用業（同条第 4項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を

含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11

号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の

氏名 

氏   名 役  職  名 

鈴木 宏明 投資顧問部 部長  

 

 

７．業務の種別 

① 法第 28 条第 1 項 2号に掲げる行為に係る業務 

② 有価証券等管理業務 

③ 第二種金融商品取引業 

④ 投資助言・代理業 

 

 

８．本店その他の営業所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は事務所

その他の営業所又は事務所）又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本   店 東京都千代田区丸の内一丁目１１番 1号 

 

 

９．他に行っている事業の種類 

該当事項はありません。 

 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

(1) 第 1種金融商品取引業務に関して講じる措置。 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（略称：FINMAC）（以下、

「FINMAC」という。）を利用する。 

 

 

(2) 第 2種金融商品取引業務に関して講じる措置。 

FINMAC を利用する。 

 

 

(3) 投資助言・代理業務に関して講じる措置。 

一般社団法人日本投資顧問業協会を利用する。 

（日本投資顧問業協会は、苦情等の業務を FINMAC に委託しています。） 
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【特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター】 

 

所 在 地 ： 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町２－１－１ 

電話番号 ： ０１２０－６４－５００５ （フリーダイヤル） 

（月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 祝日を除く） 

 

 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

一般社団法人 金融先物取引業協会 

一般社団法人 日本投資顧問業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

なし  

 

 

13. 加入する投資者保護基金の名称 

なし 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

  

１．当期の業務の概要 

  

 今期の世界経済は、アメリカの政策転換を中心に不透明感が高まる中で緩やかに減速

しました。アメリカではインフレの落ち着きを受けて FRB が利下げを視野に入れ始めた

一方、保護主義的な通商政策が再び強まり、2025 年の成長率は 1.8%に減速する見通し

です。こうしたアメリカの動きは世界経済全体に波及し、成長率は前年よりもやや鈍化

する傾向が見られました。 

 

 日本経済は引き続き慎重な回復にとどまり、2024 年度の実質 GDP 成長率は 0.7%、2025

年度も 0.6%と低水準で推移しました。個人消費は物価高の影響で伸び悩み、企業の設備

投資も抑制的でした。日銀はマイナス金利を解除したものの緩和姿勢を維持しており、

日米金利差の拡大から為替は円安が進行しました。2024 年には一時 1ドル＝160 円台と

なり、輸出にはプラスに作用した反面、輸入コスト増が家計や中小企業に重くのしかか

りました。全体として、外部環境の変化と円安の影響を強く受けながらも、日本経済は

持続的な成長軌道に乗り切れていない状況が続いています。 

 そのような中、当社の外国為替証拠金取引事業におきましては、Web セミナーや Web

動画、SNS の拡充も前期に引き続き行い、システムトレード「ループイフダン」の周知

拡大を図りました。 

 

 こうした状況の中、外国為替証拠金取引事業におきましては当期末の顧客口座数は

107,681 口座（前期比 1.7％増）、預り証拠金は 24,673 百万円（同 14.4％減）、営業収益

は 813 百万円（同 7.0％減）、経常利益は 161 百万円（同 25.9％減）、当期純利益は 111

百万円（同 26.1％減）となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移                             （単位：百万円） 

 令和 5年 3月期 令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

資本金 300 300 300 

発行済株式総数 51,500 株 51,500 株 51,500 株 

営業収益 893 875 813 

（受入手数料） 97 61 58 

 （（委託手数料）） － － － 

 （（引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料）） 
－ － － 

（（募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料）） 
－ － － 

 （（その他の受入手数料）） 97 61 58 

（トレーディング損益） 796 814 755 

 （（株券等）） － － － 

 （（債券等）） － － － 

 （（その他）） 796 814 755 

（（（外国為替取引損益））） 796 814 755 

純営業収益 893 875 813 

経常損益 216 218 161 

当期純損益 153 150 111 

 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）                                

該当事項はありません。 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務

に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

該当事項はありません。 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の
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募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電

子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電

子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

 

  (3) その他業務の状況                    

該当事項はありません。   

 

 

(4) 自己資本規制比率の状況                            

 （単位：％、百万円） 

 令和 5年 3月期 令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
263.8 149.5 238.9 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
3,813 4,169 4,194 

リスク相当額（Ｂ） 1,445 2,787 1,755 

 

市場リスク相当額 23 327 276 

取引先リスク相当額 1,255 2,299 1,321 

基礎的リスク相当額 166 161 157 

暗号資産等による控除額 － － － 

 

 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数   

      ※常時使用する従業員は 13 名 

（単位：人） 

 令和 5年 3月期 令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

使用人 14 14 13 

(うち外務員) 

金融先物取引外務員資格者 

 

7 

 

6 

 

7 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

 
前事業年度 

（令和6年3月31日） 
当事業年度 

（令和7年3月31日） 

区分  金額（千円） 
 構成比
（％） 

 金額（千円） 
 構成比
（％） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

1．現金及び預金 309,235   455,935   

2．預託金 24,922,000   19,451,000   

   (外国為替取引顧客分別金信託) (24,922,000)   (19,451,000)   

3．短期差入保証金 99,060   87,029   

   (その他の差入保証金) (99,060)   (87,029)   

4．前払金 8   －   

5．前払費用 282   418   

6．未収入金 6,178,089   3,985,835   

7．未収収益 426   7,192   

8．短期貸付金 －   －   

9．その他 4,059,850   5,530,268   

   (預け金) (889)   (889)   

   (貯蔵品) (143)   (153)   

   (委託者差金勘定) (4,058,817)   (5,529,225)   

10.貸倒引当金    △83   

流動資産合計  35,568,954 99.85  29,517,595 99.83 

Ⅱ 固定資産       

1．有形固定資産       

(1）建物 3,167   2,532   

(2）器具・備品 95   58   

有形固定資産合計  3,262 0.0  2,591 0.0 

2．無形固定資産       

(1) 電話加入権 144   144   

無形固定資産合計  144 0.0  144 0.0 

3．投資その他の資産       

(1) 投資有価証券 0   0   

(2) 出資金 －   －   

(3) 長期差入保証金 2,000   2,000   

(4) 長期前払費用 -   -   

(5) 繰延税金資産 11,387   11,082   

(6) 敷金 33,168   33,168   

(7)その他 3,256   3,256   

(8)貸倒引当金 △3,256   △3,256   

投資その他の資産合計  46,555 0.13  46,250 0.15 

固定資産合計  49,962 0.14  48,985 0.16 

資産合計  35,618,916 100.0  29,566,581 100.0 
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(1) 貸借対照表 

 
当事業年度 

（令和6年3月31日） 

当事業年度 

（令和7年3月31日） 

区   分  金額（千円） 
構成比
（％） 

 金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

1．預り金 9,313   11,234   

(その他の預り金) (9,313)   (11,234)   

2．受入保証金 28,834,852   24,673,165   

       (その他の受入保証金) (28,834,852)   (24,673,165)   

3．未払金 958,733   583,990   

4．未払費用 30,405   5,736   

5．未払法人税等 39,455   21,298   

6．賞与引当金 3,761   3,896   

7．一年内返済予定長期借入金    2,0000,000   

流動負債合計  31,376,522 88.0  27,299,322 92.3 

Ⅱ 固定負債       

1．退職給付引当金 9,710   10,325   

2．資産除去債務 12,035   12,153   

3．繰延税金負債 －   －   

4．長期借入金 2,000,000      

固定負債合計  2,021,745 5.6  22,478 0.0 

Ⅲ 特別法上の準備金       

1．金融商品取引責任準備金 －   －   

 特別法上の準備金合計  －   －  

負債合計  33,398,267 93.7  27,321,800 92.4 

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

1．資本金 300,000   300,000   

2. 資本剰余金 1,253,644   1,253,644   

    (資本準備金) (1,253,644)   (1,253,644)   

3. 利益剰余金 667,003   691,135   

(利益準備金) (47,195)   (55,950)   

(その他利益剰余金) (619,808)   (635,184)   

繰越利益剰余金 619,808   635,184   

株主資本合計  2,220,648 6.2  2,224,780 7.5 

純資産合計  2,220,648 6.2  2,224,780 7.5 

負債・純資産合計  35,618,916 100.0  29,566,581 100.0 
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 (2) 損益計算書 

 
当事業年度 

（自令和5年4月1日 至令和6年3月31日） 
当事業年度 

（自令和6年4月1日 至令和7年3月31日） 

区   分 金額（千円）  百分比（％） 金額（千円）  百分比（％） 

Ⅰ 営業収益  875,450 100.0  813,492 100.0 

1．受入手数料 61,381   58,328   

（委託手数料）       

(募集・売出しの取扱手数料)       

(その他の受入手数料) (61,381)   (58,328)   

2．トレーディング損益 814,069   755,164   

   (その他のトレーディング損益)  (814,069)   (755,164)   

Ⅱ 営業費用  －   －  

純営業収益  875,450 100.0  813,492 100.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  624,776 71.3  645,697 79.3 

1．取引関係費 223,590   203,752   

2．人件費 68,656   60,637   

3．不動産関係費 29,101   31,846   

4．事務費 138,669   71,980   

5．減価償却費 729   670   

6．租税公課 12,492   23,625   

7．その他 151,535   253,183   

営業利益  250,673 28.6  167,795 20.6 

Ⅳ 営業外収益  6,209   16,374  

1．受取利息 2,216   15,854   

2．受取配当金 －   －   

3. 受取商標使用料 500   500   

4．その他 3,493   20   

Ⅴ 営業外費用  38,249   22,190  

1．支払利息 38,249   22,190   

経常利益  218,633 24.9  161,978 19.9 

Ⅵ 特別利益  －   －  

1. 固定資産売却益 －   －   

2．金融商品取引責任準備金戻入 －   －   

Ⅶ 特別損失  －   －  

1．固定資産除却損 －   －   

税引前当期純利益  218,633 24.9  161,978 19.9 

法人税、住民税及び事業税 67,127   49,991   

過年度法人税等 －   －   

法人税等調整額 683 67,810  305 50,297  

当期純利益  150,822 17.2  111,681 13.7 

(注)百分比は「Ⅰ営業収益」に対する比率を示します。 
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 (3) 株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自令和 5年 4月 1日 至令 6年 3月 31 日）                   

   （単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

令和5年4月1日 残高 300,000 － 1,253,644 1,253,644 47,195 468,985 516,181 2,069,826 2,069,826 

事業年度中の変動額           

剰余金の配当 － － － － － － － － － 

当期純利益 － － － － － 150,822 150,822 150,822 150,822 

事業年度中の変動額合計 － － － － － 150,822 150,822 150,822 150,822 

令和6年3月31日 残高 300,000 － 1,253,644 1,253,644 47,195 619,808 667,003 2,220,648 2,220,648 

 

 

当事業年度（自令和 6年 4月 1日 至令和 7年 3月 31 日）                      

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

令和6年4月1日 残高 300,000  1,253,644 1,253,644 47,195 619,808 667,003 2,220,648 2,220,648 

事業年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － 8,755 △96,305 △87,550 △87,550 △87,550 

当期純利益 － － － － － 111,681 111,681 111,681 111,681 

事業年度中の変動額合計 － － － － 8,755 15,376 24,131 24,131 24,131 

令和7年3月31日 残高 300,000 － 1,253,644 1,253,644 55,950 635,184 691,135 2,244,780 2,244,780 
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注記事項 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

1．資産の評価基準及び評価方法 1．資産の評価基準及び評価方法 

(1) トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準

及び評価方法 

同左 
① その他の有価証券 

市場価格のない株式等（移動平均法による原価法） 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

2．固定資産の減価償却の方法 2．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

定率法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（5 年）に基づく定額法に

よっております。 

3. 引当金及び準備金の計上基準 3. 引当金及び準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

 

同左 

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

同左 

 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき当期負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

 

同左 

 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務（自己都合要支給額）に基づ

き計上しております。 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。なお、控除対象外消費税等は発生事業年度の

費用として処理しております。 

同左 
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（貸借対照表に関する注記） 

令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

1．有形固定資産の減価償却累計額  

18,599 千円 

1．有形固定資産の減価償却累計額  

19,270 千円 

2.担保に供している資産 

  預託金 

 

243,508千円 

2.担保に供している資産 

  預託金 

 

―円 

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  

1,541,319千円 

短期金銭債務  

26,236 千円 

短期金銭債務  

2,000,000千円 

長期金銭債務  

2,000,000千円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

令和 6年 3月期 令和 7年 3月期 

1. 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

1. 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

経営指導料 142,788 千円 経営指導料 245,784 千円 

営業取引以外の取引による取引高 営業取引以外の取引による取引高 

受取利息 618 千円 受取利息 ―千円 

支払利息 38,249 千円 支払利息 22,190 千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

令和 6 年 3月期 

    1. 期末日における発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 51,500 株 ― ― 51,500 株 

 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 

    該当事項はありません。 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力日が翌事業年度となるもの 

       

令和 6年 6月 27 日開催予定の定時株主総会において、次の通り付議いたします。 

配当金の総額             87,550,000 円 

配当の原資               利益剰余金 

1 株当たり配当額                       1,700 円 

基準日            令和 6年 3月 31 日 

効力発生日          令和 6年 6月 27 日 
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令和 7 年 3月期 

    1. 期末日における発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 51,500 株 ― ― 51,500 株 

 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 

        

決議 

株式

の 

種類 

配当金の 

総額(千円) 

1 株当たり

の配当額

(円) 

基準日 効力発生日 

令和 6年 6月 27 日 

定時株主総会 

普通

株式 
87,550 1,700 

令和 6年 

3 月 31 日 

令和 6年 

6 月 27 日 

 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力日が翌事業年度となるもの 

 

    令和 7年 6月 27 日開催予定の定時株主総会において、次の通り付議いたします。 

      配当金の総額             87,550,000 円 

      配当の原資               利益剰余金 

      1 株当たり配当額                       1,700 円 

      基準日            令和 7年 3月 31 日 

          効力発生日          令和 7年 6月 27 日 

 

 

 

２. 借入金の主要な借入先及び借入金額                     （単位：百万円） 

（令和 7 年 3月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

株式会社ＩＳホールディングス 2,000 

 

 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得

価額、時価及び評価損益                                          

該当事項はありません。 

 

 

４． デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、

時価及び評価損益                                                 

該当事項はありません。 
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５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

令和 7年 3月期の計算書類及び附属明細書は、会社法第 436 条第 2項第 1号の規定に基づき、ア

スカ監査法人の監査を受けており、監査報告書を受領しております。 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １.内部管理の状況の概要 

当社では、金融商品取引法をはじめとする法令及び諸規則のもと、社内の業務全般にわたる社

内規程・諸規則等を整備し、これら法令・諸規則及び規程のもと各役職員が各々の職責において、

権限と責任をもって業務を遂行しております。 

各部が参加する定例会議及び取締役会において、適正に業務活動が遂行されるよう、業務上あ

るいは営業活動上に内在するリスクの検証及び牽制、法令遵守状況の確認をしております。 

監査部門として、内部監査室を代表取締役直属に配し、各部門における法令諸規則等の遵守状

況或いは業務の適切性等について、年間計画に基づいた監査、点検をおこない、その結果を代表

取締役へ報告することで内部牽制機能の強化に努めております。 

 

※苦情処理及び紛争解決の体制  

当社では、お客様からの問い合わせや相談、及び苦情に関しましては、カスタマーサポート部

を窓口として、誠意をもって迅速にご対応させていただきます。 

さらに、第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業に関しては、指定 ADR 機関である「特

定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター」（FINMAC）と手続実施基本契約を締結

し、FINMAC による苦情処理及び紛争解決をおこないます。 

投資助言・代理業に関しては、一般社団法人日本投資顧問業協会の規定により行う苦情処理及

び紛争解決をおこないます。なお、同協会は苦情の解決処理に関し、「特定非営利活動法人 証券・

金融商品あっせん相談センター」（FINMAC）に業務委託しています。 

 

 

２.分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況        

        該当事項はありません。 

 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

        該当事項はありません。 

 

ロ 受入保証金代用有価証券              

       該当事項はありません。 

 

ハ 管理の状況 

       該当事項はありません。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

          該当事項はありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第 1条の 12 第 2号に規定する権利を除く。）

に限る。）の分別管理の状況 

該当事項はありません。 
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(2) 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況  

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係

るものを除く。）の状況 

① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況  

（単位：百万円、千株） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 

銭 

金銭信託 19,451百万円 14,922百万円 日証金信託銀行株式会社 

金銭信託 10,000百万円 10,000百万円 みずほ信託銀行株式会社 

有
価
証
券
等 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

 

② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況       

該当事項はありません。 

 

(3-2) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等（金

融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の区分管理状況 

    該当事項はありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項                  

該当事項はありません。 

 

 

 

 以  上 
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